




そう加速させている。2009 年 1 月には，遂に黒人初のアメリカ大統領が誕生
した。同 8 月にはヒスパニックでは初めての連邦最高裁女性判事が任命された。
アメリカの国勢調査局が 2008 年発表した予測統計によると 2042 年にはアメ
リカの白人数は総人口の半分を割り込む。代わって国民の 3 分の 1 をヒスパ
ニックが占めると予想している（1）。また，アメリカ以外で生まれた人の割合に
ついてみると，1910 年の統計では 15％，2006 年は 12％であるが，国内人口
の増加に伴いその人口は 1910 年が 1350 万人に対し，2006 年では 3520 万人に
も達する（2）。








































教の自由」を可能な限り広義に解釈し（Sherbert v. Verner 判決（3））異文化・他
宗教を尊重することを国是にしている。そのこともあって，「9・11」以降激減






梓された。その代表的作品は 1991 年に出版された Arther M. Schlesinger, 

















































ら 225 年を経た「9・11」がそのことを実証している。“God bless America” の
大合唱， “One Nation under God” が挿入された「忠誠の誓い」の朗誦。アメリ
カ国民はナショナル・アイデンティティを確認することによって団結（“united 
we stand”）し，未曾有の国難と対峙していたのであった。










































　2009 年 9 月 30 日，ニューハンプシャー連邦地裁は，同州法に基づいて実施
されている「忠誠の誓い」の “under God” について，アメリカ合衆国憲法修






決の原告でもあった Michael Newdow が代表を務める “Freedom from Religion 
Foundation” のメンバーとしての肩書で訴訟を起こした。






　“I pledge allegiance to the flag of the United States of America, and to the 


























































































は 19 世紀末，コロンブスの新大陸発見 400 年を祝う行事の一環としてボスト
ンに本拠を置く雑誌社が発行するの “The Youth’s  Companion” に掲載された記










に自由と正義を与える。」（強調＝筆者）（“I pledge allegiance to my flag and to the 
Republic for which it stands－one Nation indivisible－with liberty and justice for all”）
　その後，1923 年 6 月 14 日には国旗評議会（National Flag Conference）が「我
が国旗」を「アメリカ合衆国の旗」に変更。（“I pledge allegiance to the flag of 
the United States of America, and to the Republic for which it stands－one Nation 
































州に留まっている（2003 年 8 月時点（17））。
　21 世紀に入りアメリカでは多文化主義が高揚し，益々宗教的多元化に拍車

































の憲法適否が争われた Marsh 判決（1983 年）では，当時「レモン・テスト」
は画期的な審査基準として，ほぼ全ての政教関係訴訟で用いられたにも拘わら




　第 3 番目に，本件連邦地裁判決は次のようにいう。「議会は 1954 年に，誓い
の中に “under God” を付加したが，その内実は宗教的というというよりも明ら
かに政治的なものであった。…それから半世紀を経て，Brennan 最高裁判事が




















































































ないという考え方は，一例として前述の議会牧師や “One Nation under God”，
“In God We Trust” の他にも従軍牧師や “so help me God”，“God save the United 
























































容の精神を説く。大統領が教書や就任宣誓において結語に添える “so help me 
God”，また裁判所の開廷時に法廷職員が述べる “God save the United States and 
this Honorable Court”，更には国のモットー（1956 年制定）にして全ての貨幣














































　Black 判事は Everson 判決に続いて，翌年（1948 年）の McCollum，1964 年
の Schempp の 2 つの判決で，繰り返し，Jefferson 並びに修正第 1 条の制定に













































































として 4 つの条件を提示した。（1）歴史と普遍性（history and ubiquity）（2）崇
拝行為あるいは祈祷者が存在しないこと（absence of worship or prayer）（3）特
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しいと思われる






























　2009 年 8 月 6 日。アメリカ上院本会議は，Sonia Sotomayor を連邦最高裁判
















会についてである。Sonia Sotomayor が加わったことにより 9 人中 6 人までが
ローマ・カトリック教徒となった（前任者 Souter 判事は監督派教徒）。特に，
























































判事のように大統領の期待を裏切る事例もあるが）Ginsburg や Breyer 両判事
ほどの，また前任者 Souter 判事ほど明確な「厳格分離」の立場を採らないと
考える。更には，保守である。特に，Scalia と Thomas 両判事は，過去の諸判
決で「緩やかな分離」（保守派）の立場を一貫して明示している。この 2 人に







年 11 月 23 日，「感謝祭」を 3 日後に控えて恒例の「感謝祭・声明」を発した。
その中で同大統領は，この特別の日の制定に縁のあるワシントン，リンカーン
両大統領を引き合いに出し，2 人の大統領がそれぞれに「分裂の危機に瀕した
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